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サステナビリティ報告 
ISSBが特定の温室効果ガス排出の開示要求に関するIFRS S2号に対する修正を提案 
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詳細情報 

このiGAAP in Focusは、2025年4月28日に国際サステナビリティ基準審議会（ISSB）が公表した公開草案（ED）「温
室効果ガス排出の開示に対する修正」に示された、IFRS S2号「気候関連開示」に対する修正案の概要を示しています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
詳細については、次のWebサイトを 

参照してください。 

www.iasplus.com  

www.deloitte.com 

• ISSBは、特定の温室効果ガス（GHG）排出の開示要求に対する追加的な救済措置を提供するとともに、既
存の救済措置を明確化するために、IFRS S2号に対する的を絞った修正を提案しています。 

• 具体的には、ISSBは、以下のことを行うために、IFRS S2号に対する修正を提案しています。 

– 企業が、デリバティブ、ファシリテーションに係る排出（facilitated emissions）、および保険に関連する排出
（insurance-associated emissions）に関連するスコープ3カテゴリー15のGHG排出を、スコープ3カテゴリー15の
GHG排出の測定および開示から除外することを容認する。 

– 一部の状況における「世界産業分類基準」（GICS）の使用についての救済措置を提供する。 

– 「温室効果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準（2004年）」（GHGプロトコル）とは異なる方法を
GHG排出を測定するために用いることが、法域の当局または企業が上場する取引所によって要求されている
企業のための既存の救済措置は、そのような要求事項が当該企業の一部にのみ適用される場合にも利用
可能である旨を明確化する。 

– 企業または企業の一部が、法域の当局または企業が上場する取引所によって、最新の「気候変動に関する
政府間パネル」（IPCC）の評価からではない地球温暖化係数（GWP）の数値の使用を要求されている場
合、それらのGWPの数値の使用を容認する。 

• 公開草案のコメント期間は、2025年6月27日に終了します。 

iGAAP in Focus 

サステナビリティ報告 

2025年4月 

注： 

本資料はDeloitte & Touche LLPが作成し、有限責
任監査法人トーマツが翻訳したものです。日本語版
については、有限責任監査法人トーマツにお問い合
わせください。日本語版と原文に相違がある場合に
は、原文の記事事項を優先します。 

http://www.iasplus.com/
http://www.deloitte.com/
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Observation 
IFRSサステナビリティ開示基準において「デリバティブ」の用語は定義されていないため、企業が何をデリバティブとして扱うかを説明する要求事項が提案され
ました。その結果、企業は何をデリバティブとして扱うかを決定するために判断を適用する必要があります。ISSBは、IFRS S2号において「デリバティブ」の用語を
定義することを検討しましたが、定義しないことを決定しました。IFRS会計基準およびその他の一般に認められた会計原則および実務はデリバティブの定義
を提供していますが、ISSBは、これらの定義をGHG排出の測定の目的で使用すると、意図しない複雑性をもたらす場合があると考えています。 

Observation 
上記（a）に基づきGICSを使用するという要求事項案は、企業のいずれかの部分が融資または投資の活動を分類する目的でGICSを用いている状況にお
いて適用されます。ISSBは、GICSを用いる要求事項を、企業が全体としてGICSを用いている状況に限定することを検討しました。しかし、実際にはこの分解
された情報を提供する目的でGICSを適用することが要求される企業が非常に少なく、比較可能性に悪影響を与えることを、ISSBは懸念していました。 

 
背景 

ISSBは、IFRS S1号「サステナビリティ関連財務情報の開示に関する全般的要求事項」およびIFRS S2号の適用を支援しています。これには、「IFRS S1号及びIFRS 

S2号に関する移行支援グループ」（TIG: Transition Implementation Group）において、ステークホルダーによって提起された課題の公開の議論が含まれます。
ISSBは、TIGの作業およびステークホルダーとの対話活動を通じて、識別された適用上の課題を検討しました。 

 

これらの適用上の課題に対応して、ISSBは、IFRS S2号における特定要求事項を適用することについての複雑性、報告の潜在的な重複のリスクおよび関連コスト
を低減させることを目的とした、IFRS S2号の的を絞った修正を提案することを決定しました。 

 
修正案 

スコープ3カテゴリー15のGHG排出の測定および開示 

ISSBは、企業がスコープ3カテゴリー15のGHG排出の開示を、IFRS S2号において定義されているファイナンスド・エミッション（すなわち、企業が投資先または相手方
（counterparty）に対して行った融資および投資に帰属する排出）に限定することを容認することを提案しています。したがって、企業は、デリバティブに関連する
排出、ファシリテーションに係る排出（facilitated emissions）または保険に関連する排出（insurance-associated emissions）をスコープ3のGHG排出の開示か
ら除外することが容認されます。企業は、これらの開示を任意で提供することが引き続き認められます。 

 

そのような排出を除外する企業は、除外したデリバティブおよび他の金融活動の数値（amount）を開示し、スコープ3カテゴリー15のGHG排出の開示を限定する
目的で何をデリバティブとして扱うかを説明することが要求されます。 

 

 
ファイナンスド・エミッションに関連する特定の要求事項の適用におけるGICSの使用 

商業銀行または保険の活動を有する企業は、ファイナンスド・エミッションに関する追加的な情報を開示することが要求されます。これらの企業は、ファイナンスド・エ
ミッションの情報を分解するにあたり、相手方を分類するためにGICSを用いることが要求されます。 

 
ISSBは、GICSの使用についての以下の救済措置を提案しています。企業は、以下を用いて相手方を分類することが要求されます。 

 
(a) 企業または企業の一部が、報告日時点で、融資および投資の活動を分類するために企業のいずれかの部分においてGICSを用いている場合は、

GICS 
 

(b) 企業が（a）の条件を満たしていない場合には、企業または企業の一部が、気候関連財務情報の報告について融資および投資の活動を分類
するために、法域の当局または企業が上場する取引所によって用いることが要求されている代替的な産業分類システム1 
 

(c) 企業が（a）、（b）の条件を満たしていない場合には、企業または企業の一部が、財務報告目的で融資および投資の活動を分類するために、
法域の当局または企業が上場する取引所によって用いることが要求されている代替的な産業分類システム1 
 

(d) 企業が（a）、（b）、（c）の条件を満たしていない場合には、一般目的財務報告書の利用者にとって有用な方法で、分解されたファイナン
スド・エミッションの情報を提供できるように、企業が選択した産業分類システム 

 
また、ISSBは企業に対し、ファイナンスド・エミッションの情報を分解するために用いている産業分類システムを開示すること、および企業がGICSを用いていない場合は、
産業分類システムの選択の根拠を説明することを要求することも提案しています。 

 

1. 企業が複数の法域または取引所の要求事項の対象となっていて、そのような目的で複数の産業分類システムを用いている場合には、企業は用いる1つの分類システムを選択することが要求
される。 
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Observation 

ISSBは、この追加的な救済措置案を適用する企業について、追加の開示要求を提案しないことを決定しました。ISSBは、企業が企業自身のGHG排出を
測定するために用いた、測定アプローチ、インプットおよび仮定を開示することがすでに要求されていることに留意しました。したがって、企業は用いられた
GWPの数値に関する情報が、この開示に関連しているかどうかを検討する場合があります。これには、例えば、用いられたGWPの数値の記述や、企業が
最新のIPCC評価からのGWPの数値を用いなかった理由の説明が含まれる場合があります。 

デロイト会計リサーチツール（DART）は、財務およびサステナビリティ報告資料の包括的なオンラインライブラリです。iGAAP on DARTはIFRS基準の全文にア
クセスが可能であり、以下のリンク先があります： 

• デロイト公式の最新のiGAAPマニュアル、IFRS基準に基づく報告のガイダンスを提供します。 

• IFRS会計基準に基づいて報告する企業のモデル財務諸表。 

さらに、iGAAPのサステナビリティ報告に関する章は、企業の価値を大幅に高めることができる、より広範な環境、社会、ガバナンスの問題に照らして企業が
考慮しなければならない開示要求および推奨事項に関するガイダンスを提供しています。 

iGAAP on DARTへのサブスクリプションを申し込むには、こちらをクリックして申請プロセスを開始し、iGAAPパッケージを選択します。  

サブスクリプションパッケージの価格を含むiGAAP on DARTの詳細については、こちらをクリックしてください。 

 
GHGプロトコルの使用に対する法域別の救済措置 

ISSBは、IFRS S2号を修正し、GHGプロトコルとは異なる方法をGHG排出を測定するために用いることが、法域の当局または企業が上場する取引所によって要求さ
れている企業のための既存の救済措置は、そのような要求事項が当該企業の一部にのみ適用される場合にも利用可能である旨を明確化することを提案してい
ます。ただし、その場合、当該救済措置は、企業の関連する部分についてのみ利用可能であり、かつ、その要求事項が適用される限りにおいてのみ利用可能と
なります。 

 
地球温暖化係数の数値についての法域別の救済措置の適用可能性 

同様に、ISSBは、企業の全部または一部が、法域の当局または企業が上場する取引所によって、最新の「気候変動に関する政府間パネル」（IPCC）の評価に
よるものではない地球温暖化係数（GWP）の数値を用いることを要求されている場合に、企業は、その要求事項が適用される限りにおいて、企業の関連する
部分について、そのような法域の当局又は取引所によって要求されているGWPの数値を用いることを容認することを提案しています。 

 

発効日とコメント期間 

本公開草案は発効日を提案していません。発効日は、ISSBが当該提案を再審議する際に決定される予定です。 

公開草案に対するコメント期間は、2025年6月27日に終了します。 

詳細情報 

修正案についてご質問がある場合は、Deloitteの通常の連絡先にお問い合わせいただくか、このiGAAP in Focusに記載されている連絡先にご連絡ください。 
 

https://dart.deloitte.com/iGAAP/
https://dart.deloitte.com/iGAAP/home/sustainability-reporting/deloitte-guidance
https://subscriptionservices.deloitte.com/#/plan
https://www2.deloitte.com/global/en/pages/audit/solutions/igaap-on-dart-global.html
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原文（英語）： 
iGAAP in Focus — ISSB proposes amendments to IFRS S2 regarding specific greenhouse gas emissions disclosure requirements 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

サステナビリティ開示・保証の最新規制動向 
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家を擁し、多国籍企業や主要な日本企業をクライアントとしています。詳細はデロイト トーマツ グループWebサイト、 www.deloitte.com/jpをご覧ください。 
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係法人の作為および不作為について責任を負うものではありません。DTTLはクライアントへのサービス提供を行いません。詳細は www.deloitte.com/jp/aboutをご覧ください。 
デロイト アジア パシフィック リミテッドはDTTLのメンバーファームであり、保証有限責任会社です。デロイト アジア パシフィック リミテッドのメンバーおよびそれらの関係法人は、それぞれ法的に独
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